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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第35期中から第37期中、及び第36期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

３ 第35期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が

ないため記載しておりません。 

４ 第35期の当期純損失は、固定資産の売却に伴う売却損などを特別損失に計上したことによるものでありま

す。 

５ 純資産額の算定にあたり、第37期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 22,174 26,248 29,907 49,133 55,910

経常利益 (百万円) 1,679 2,265 4,183 5,705 7,314

中間(当期)純利益又は 
当期純損失(△)

(百万円) 701 1,288 2,463 △337 4,191

純資産額 (百万円) 10,932 10,921 15,259 9,972 14,016

総資産額 (百万円) 46,161 44,125 55,039 66,736 82,566

１株当たり純資産額 (円) 683.27 682.63 952.53 619.36 871.87

１株当たり中間 
(当期)純利益又は 
当期純損失(△)

(円) 43.87 80.55 153.99 △25.01 257.84

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.7 24.8 27.7 14.9 17.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,641 △15,261 △25,150 17,588 21,226

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,279 389 △844 △3,150 249

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 500 △3,254 △1,931 532 △4,290

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 6,623 10,887 18,272 29,015 46,199

従業員数 (名) 2,205 2,350 2,488 2,200 2,346



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 第35期の当期純利益の減少は、固定資産の売却に伴う売却損などを特別損失に計上したことによるものであ

ります。 

４ 純資産額の算定にあたり、第37期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第

８号)を適用しております。 

  

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 22,213 24,465 28,059 47,442 52,270

経常利益 (百万円) 1,987 2,247 4,141 6,071 7,235

中間(当期)純利益 (百万円) 1,005 1,275 2,374 204 4,017

資本金 (百万円) 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396

発行済株式総数 (株) 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000 16,000,000

純資産額 (百万円) 11,376 11,591 15,659 10,654 14,524

総資産額 (百万円) 43,748 37,984 49,570 60,622 74,073

１株当たり純資産額 (円) 711.04 724.46 978.73 662.00 903.63

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 62.86 79.74 148.43 8.83 246.96

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 32.00 74.00

自己資本比率 (％) 26.0 30.5 31.6 17.6 19.6

従業員数 (名) 2,082 2,215 2,350 2,072 2,203



２ 【事業の内容】 

(1) 事業内容の重要な変更 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

  

(2) 主要な関係会社の異動 

(仲介) 

従来連結子会社でありましたエリアネット㈱は、平成18年９月に清算しているため、連結の範囲から

除外しております。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

従来連結子会社でありましたエリアネット㈱は、平成18年９月に清算しているため、連結の範囲から

除外しております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 
(1) 連結会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者及び派遣者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者及び派遣者を含む就業人員であります。 

２ 全社は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  
(2) 提出会社の状況 

(平成18年９月30日現在) 

 
(注) 従業員数は、当社から他社への出向者及び派遣者を除き、他社から当社への出向者及び派遣者を含む就業人員

であります。 

  
(3) 労働組合の状況 

連結会社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

事業の種類別セグメント
従業員数(名)

合計
社員 契約社員

仲介 1,831 58 1,889

販売受託 247 54 301

賃貸 135 8 143

不動産販売 28 1 29

その他 9 1 10

全社 109 7 116

合計 2,359 129 2,488

区分 従業員数(名)

社員 2,283

契約社員 67

合計 2,350



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善や需要の増加を背景に製造業・非製造業ともに

設備投資は高水準で推移いたしました。また、雇用情勢の改善が家計の所得改善につながり、個人消費

につきましても増加基調が継続いたしました。  

 不動産流通業界におきましては、相次ぐＲＥＩＴの上場や不動産私募ファンドの組成により、都心部

に加え、地方都市においても投資物件の取得が競合するなど、不動産投資市場は拡大基調で推移いたし

ました。また、実需面では首都圏をはじめとした主要都市における地価上昇による先高感を背景に、新

築マンションの契約率は高水準が継続いたしましたが、分譲各社が販売時期を先送りした影響などによ

り、販売戸数は減少傾向となりました。地域別では、都心部の用地取得が困難なことから、東京都の販

売戸数が減る一方、千葉・埼玉など周辺部の販売が増加するなど供給地域の郊外化が進みました。  

 当社の主力事業である中古住宅の仲介市場におきましては、雇用・所得環境の改善による購入意欲の

高まりや、投資目的の収益物件の売買が一般にも普及してきたことなどにより、取引件数は増加基調で

推移いたしました。取引価格も、単価の高い東京都区部の取引件数増加により上昇傾向が継続いたしま

した。  

 このような環境下において当社グループは、中期経営計画「ＧＲＯＷ ＵＰ ＬＩＶＡＢＬＥ」の確

実な達成を目指して人材育成と主力事業の強化に努めてまいりました。売買仲介リテール部門において

は、本年４月に東陽町(東京都)に新規出店し都内城東地区のシェア拡大を図るとともに、「三軒茶屋」

「銀座」(ともに東京都)及び仙台(宮城県)を大型店(センター店)化することにより、店舗競争力の強化

を図り収益拡大に努めてまいりました。また、売買仲介ホールセール部門においては、不動産流動化市

場への組織的取り組みにより大口仲介案件の成約件数の拡大を図ってまいりました。また、賃貸業にお

いては、直営賃貸仲介店舗の情報アンテナ機能を活用することにより管理代行物件の開発を推進し、ノ

ンアセットストックの拡充を図ってまいりました。  

 この結果、当中間連結会計期間の営業収益は29,907百万円(対前年同期比13.9％増)、営業利益は

4,174百万円(対前年同期比80.6％増)、経常利益は4,183百万円(対前年同期比84.7％増)、中間純利益は

2,463百万円(対前年同期比91.2％増)となりました。  

 なお、営業収益のうち販売受託業収益は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に収益計上

の対象となる取引が多いため、連結会計年度の上半期の販売受託業収益と下半期の販売受託業収益との

間に著しい相違が見込まれ、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。  



  事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。なお、セグメント間の内部取引高を含んでおりま

す。 

(仲介)  

売買仲介リテール部門におきましては、新規出店と既存店舗の大型化を核に情報量の拡大、地域シェ

アの向上に努めてまいりました。当中間連結会計期間におきましては「東陽町」に新規出店するととも

に、「三軒茶屋」「銀座」「仙台」を大型店である「センター店」に移行いたしました。また、ホール

セール部門においては投資ファンドの収益資産の入替えや、マンションデベロッパーへの事業用地の仲

介など一件あたりの取扱単価の高い案件に積極的に取り組んでまいりました。  

 この結果、売買仲介取扱件数7,467件(対前年同期比6.2％増)、売買仲介取扱高471,959百万円(対前年

同期比39.1％増)、賃貸仲介取扱件数5,179件(対前年同期比6.9％減)、仲介業における営業収益は19,212

百万円(対前年同期比21.7％増)、営業利益は5,086百万円(対前年同期比47.4％増)となりました。  

 

(販売受託)  

販売受託業におきましては、郊外の戸建分譲において販売期間が長期化する傾向がありましたが、大

規模マンション及び東急田園都市線沿線の土地・戸建を中心に販売は好調に推移いたしました。  

 この結果、取扱件数1,931件(対前年同期比12.1％増)、取扱高69,069百万円(対前年同期比6.6％増)、

販売受託業における営業収益は2,365百万円(対前年同期比13.6％増)となりました。また、上半期に比べ

下半期に収益計上となる取引が多いことなどにより、営業損失69百万円(前年同期は営業損失357百万円)

となりました。  

  なお、主な販売受託の引渡実績は、マンションでは「プライズ・ヒル」(245戸)、「サンクタスタワー

心斎橋ミラノ・グランデ」(147戸)、「ウィライヴ奈良駅前」(143戸)、「三郷中央センターマークス」

(113戸)、「神戸垂水ヒルトップテラス」(97戸)など、戸建では「多摩田園都市」(97戸)、「あすみが

丘」(39戸)など、土地では「びゅうヴェルジェ安中榛名」(27区画)、「季美の森」(14区画)などであり

ます。  

 

(賃貸)  

転貸(借上)・管理代行等のノンアセット事業におきましては、不動産投資ファンド市場の拡大によ

り、不動産所有者から委託を受けて資産の運営・管理業務を請け負うプロパティマネジメント市場も拡

大傾向となりました。当社におきましても、主に首都圏及び関西圏において展開する直営仲介店舗の開

発機能を活用することにより、管理代行物件のストック拡充に努めてまいりました。また、企業の福利

厚生のアウトソーシングの流れを受け、社宅代行の管理戸数も増加いたしました。賃貸(社有)のアセッ

ト事業においては、収益性の低下した資産の入替えを図るなど、資産効率の向上に努めてまいりまし

た。  

 この結果、賃貸業における営業収益は4,019百万円(対前年同期比14.3％増)、営業利益は659百万円(対

前年同期比16.0％増)となりました。  

  なお、主な収益の内訳としては、社有物件では「ウェルスクエア碑文谷」、「リバブル用賀ビル」、

「渋谷山手通りＳＴレジデンス」、「東急リバブル百道ビル」、「リバブル白金ビル」などで681百万円

(対前年同期比1.7％増)、借上物件では「エディフィシオキーヨ」、「ＡＭＡＸ ＹＯＫＯＨＡＭＡ」、

「ガーデナヴィル市川妙典」、「三宮山田東急ビル」、「ソレアード葛西」などで2,246百万円(対前年

同期比16.6％増)、管理代行では1,005百万円(対前年同期比19.1％増)などであります。  

 

(不動産販売)  



不動産販売業におきましては、品川区東五反田の不動産特定共同事業「ルジェンテ高輪台」の引渡が

計画通りに推移いたしました。また、事業法人からの余剰資産の一括(バルク)取得や賃貸中マンション

の買取再販も順調に推移いたしました。  

 この結果、不動産販売業における営業収益は4,274百万円(対前年同期比11.0％減)、営業利益は522百

万円(対前年同期比31.3％増)となりました。  

 

(その他) 

その他の事業におきましては、不動産鑑定業や保険代理業等周辺事業に取り組み、収益の拡大を図っ

てまいりました。しかしながら、前年同期に比べて、ＳＰＣからの配当などが減少いたしました。  

 この結果、その他の事業における営業収益は85百万円(対前年同期比16.1％減)、営業損失は62百万円

(前年同期は６百万円の営業利益)となりました。  

 

 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベ－スの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会

計年度末から27,926百万円減少し、当中間連結会計期間末には18,272百万円(対前年同期比67.8％増)と

なりました。  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの要因は、次のとおりでありま

す。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

当中間連結会計期間における営業活動による資金は、25,150百万円減少(前年同期は15,261百万円の

減少)いたしました。これは、主として販売受託業における受託預り金が20,882百万円減少したことに

よるものであります。また、税金等調整前中間純利益については、前年同期と比べ1,930百万円増の

4,294百万円を計上し、減価償却費は前年同期並みの363百万円となりました。なお、法人税等の支払額

は3,780百万円となり、前年同期と比べ3,741百万円増加しております。 

(投資活動によるキャッシュ・フロ－)  

当中間連結会計期間における投資活動による資金は、844百万円減少(前年同期は389百万円の増加)い

たしました。これは、営業店舗の新設・移設・改装や連結子会社であるリバブルアセットマネジメント

㈱による賃貸用物件取得などの設備投資が699百万円、匿名組合などへの投資が428百万円あった一方

で、リバブルアセットマネジメント㈱による賃貸用物件売却により354百万円の収入があったことなど

によるものであります。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

当中間連結会計期間における財務活動による資金は、1,931百万円減少(前年同期は3,254百万円の減

少)いたしました。これは、借入金の返済や配当金の支払があったことによるものであります。  

  



２ 【営業の状況】 

当中間連結会計期間における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

なお、セグメント間の内部取引高を含んでおります。 
  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

(仲介) 
  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメント

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

営業収益(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％)

仲介 19,212 64.3 21.7

販売受託 2,365 7.9 13.6

賃貸 4,019 13.4 14.3

不動産販売 4,274 14.3 △11.0

その他 85 0.3 △16.1

消去又は全社 △51 △0.2 ―

合計 29,907 100.0 13.9

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

売買仲介 賃貸仲介 合計

前年
同期比
(％)

仲介 顧客
紹介料等 
(百万円)

収益
(百万円)

件数
(件)

収益
(百万円)

収益 
(百万円)

件数(件)
取扱高
(百万円)

手数料 
(百万円)

北海道地方 151 2,256 130 9 140 ― ― 140 12.2

東北地方 287 5,902 304 1 306 100 12 318 19.8

関東地方 5,508 418,773 15,147 400 15,548 4,686 1,032 16,580 21.8

中部地方 158 5,078 238 2 240 ― ― 240 22.9

近畿地方 1,225 36,165 1,640 53 1,693 383 62 1,756 20.7

九州地方 138 3,782 162 12 174 10 1 176 39.0

合計 7,467 471,959 17,624 479 18,104 5,179 1,108 19,212 21.7



(販売受託) 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(賃貸) 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

販売受託
顧客紹介料等
(百万円)

収益 
(百万円)

前年同期比
(％)

件数(件)
取扱高
(百万円)

手数料
(百万円)

東北地方 30 665 24 ― 24 △62.0

関東地方 1,032 41,301 1,258 94 1,353 △5.9

近畿地方 869 27,103 804 182 987 70.8

合計 1,931 69,069 2,088 277 2,365 13.6

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

管理戸数(戸) 管理面積(㎡) 収益(百万円) 前年同期比(％)

賃貸(社有)

 住宅 509 ― 531 12.9

 オフィス等 ― 9,806.49 149 △24.9

小計 509 9,806.49 681 1.7

転貸(借上)

 住宅 3,151 ― 2,013 20.0

 オフィス等 ― 7,653.26 232 △6.0

小計 3,151 7,653.26 2,246 16.6

管理代行 42,639 ― 1,005 19.1

その他 ― ― 87 13.7

合計 ― ― 4,019 14.3



(不動産販売) 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(その他) 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

販売戸数(戸・区画) 収益(百万円) 前年同期比(％)

土地 24 1,266 57.3

マンション 77 2,855 △11.3

戸建 5 152 △72.1

合計 106 4,274 △11.0

区分

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

収益(百万円) 前年同期比(％)

ノンアセット 35 △42.3

その他 50 23.7

合計 85 △16.1



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、以下の設備を取得いたしました。 

  

 
(注)   上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

当中間連結会計期間において、以下の設備を譲渡いたしました。 

  

 
(注)  上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 名称(所在地)
事業の種 
類別セグ 
メント

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数 
(名)建物及び  

構築物  
(面積㎡)

土地
(面積㎡)

合計

リバブル
アセット
マネジメ
ント㈱

エスポワール 
与野 
（埼玉県さいた  
  ま市浦和区）

賃貸
賃貸用  
マンション

168
(1,488.61)

264
 (854.27)

  432 ―

会社名 名称(所在地)
事業の種 
類別セグ 
メント

設備の内容

帳簿価額(百万円)

従業員数 
(名)建物及び  

構築物  
(面積㎡)

土地
(面積㎡)

合計

リバブル
アセット
マネジメ
ント㈱

ヒルクレスト  
あやめ池    
（奈良県奈良市）

賃貸
賃貸用  
マンション

149
(1,914.52)

172
(3,682.49)

      321 ―



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末において計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次

のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

会社名 設備の内容
事業の種類別
セグメント

必要性
投資額
(百万円)

完了年月

提出会社

営業店舗の移設・改装等
（46件）

仲介・販売受託・  
賃貸・全社

収益の拡大 272
H18. ４月～
H18. ９月

ソフトウェア
仲介・販売受託・  
賃貸・全社

業務効率の向上 167
H18. ４月～
H18. ９月

リバブル
アセット
マネジメ
ント㈱

賃貸用資産 賃貸 収益の拡大 449
H18. ４月～ 
H18. ９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式                                       49,000,000

計 49,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 16,000,000 16,000,000
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 16,000,000 16,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 16,000,000 ― 1,396 ― 944



(4) 【大株主の状況】 

（平成18年９月30日現在） 

 
(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)及び日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)の所有株式数

は、全て信託業務に係る株式数であります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
(平成18年９月30日現在) 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株(議決権14個)含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」の中には、当社所有の自己株式４株が含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

東急不動産㈱ 東京都渋谷区道玄坂１丁目21－２ 8,001.0 50.00

東京急行電鉄㈱ 東京都渋谷区南平台町５－６ 800.0 5.00

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 737.9 4.61

日本マスタートラスト信託銀行㈱
(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 437.7 2.73

東急リバブル従業員持株会 東京都渋谷区道玄坂１丁目９－５ 393.4 2.45

アメジスト 
(常任代理人 ㈱三菱東京UFJ銀行
カストデイ業務部)

P.O.BOX2992 RIYADE 11169 KINGDOM OF
SAUDI ARABIA 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

300.0 1.87

シー エム ビー エル エス エ
ー リ・ミューチャル ファンド
（常任代理人 ㈱みずほコーポレ
ート銀行兜町証券決裁業務室）

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

221.4 1.38

㈱東急ハンズ 東京都渋谷区道玄坂１丁目10番７号 200.0 1.25

㈱東急コミュニティー 東京都世田谷区用賀４丁目10－１ 200.0 1.25

クラリデン バンク 
(常任代理人 ㈱三菱東京UFJ銀行
カストデイ業務部)

CLARIDENSTRASSE 26 P.O.BOX 5080
CH-8022 ZURICH SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号)

163.0 1.01

計 ― 11,454.4 71.59

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 
         200

―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 15,999,400 159,994 同上

単元未満株式 普通株式     400 ― 同上

発行済株式総数 16,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 159,994 ―



② 【自己株式等】 

(平成18年９月30日現在) 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

  役職の異動 

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
東急リバブル㈱

東京都渋谷区道玄坂 
一丁目９番５号

200 ― 200 0.00

計 ― 200 ― 200 0.00

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 7,590 7,280 7,350 7,650 9,860 10,050

最低(円) 6,650 6,390 5,720 6,810 7,650 8,960

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員     
(ソリューション事業統括
部長兼ソリューション事業
第五部長）

取締役執行役員     
(ソリューション事業統括
部長）

北川登士彦 平成18年10月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸

表並びに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けておりま

す。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,887 18,272 36,101

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

394 395 563

 ３ 有価証券 ※２ 135 30 30

 ４ たな卸資産 ※２ 5,274 9,549 7,488

 ５ 繰延税金資産 1,304 1,603 1,989

 ６ 立替金 3,745 2,305 4,187

 ７ その他 631 596 10,648

   貸倒引当金 △8 △9 △8

  流動資産合計 22,364 50.7 32,743 59.5 60,999 73.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び 
    構築物

※２ 4,765 5,027 4,914

  (2) 土地 ※２ 4,826 5,303 5,219

  (3) その他 352 9,944 22.5 350 10,681 19.4 355 10,489 12.7

 ２ 無形固定資産 2,088 4.7 2,055 3.7 2,066 2.5

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 3,775 3,986 3,596

  (2) 差入保証金 
    敷金

※２ 3,199 2,963 2,965

  (3) 繰延税金資産 1,077 935 951

  (4) その他 1,832 1,767 1,596

    貸倒引当金 △156 9,728 22.1 △93 9,558 17.4 △100 9,010 10.9

  固定資産合計 21,760 49.3 22,295 40.5 21,567 26.1

  資産合計 44,125 100.0 55,039 100.0 82,566 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 138 38 46

 ２ 短期借入金 ※２ 2,113 181 1,326

 ３ 未払金 1,873 2,235 3,321

 ４ 未払法人税等 996 1,442 3,818

 ５ 前受金 3,290 3,147 3,190

 ６ 受託預り金 9,862 16,388 37,270

 ７ 預り金 ※２ 2,203 2,374 5,558

 ８ 賞与引当金 1,928 2,427 2,996

 ９ 役員賞与引当金 － 33 －

 10 その他 862 1,097 1,177

  流動負債合計 23,270 52.7 29,363 53.4 58,707 71.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 5,138 5,287 4,890

 ２ 退職給付引当金 2,837 3,179 3,015

 ３ 役員退任慰労 
   引当金

331 313 356

 ４ その他 1,614 1,635 1,567

  固定負債合計 9,922 22.5 10,415 18.9 9,829 11.9

  負債合計 33,192 75.2 39,779 72.3 68,536 83.0

(少数株主持分)

  少数株主持分 10 0.0 － － 13 0.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,396 3.2 － － 1,396 1.7

Ⅱ 資本剰余金 944 2.1 － － 944 1.2

Ⅲ 利益剰余金 8,018 18.2 － － 10,921 13.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

563 1.3 － － 754 0.9

Ⅴ 自己株式 △0 △0.0 － － △0 △0.0

  資本合計 10,921 24.8 － － 14,016 17.0

  負債、少数株主 
  持分及び資本合計

44,125 100.0 － － 82,566 100.0



 
  

前中間連結会計期間末  

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末  

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表  
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － 1,396 －

 ２ 資本剰余金 － 944 －

 ３ 利益剰余金 － 12,135 －

 ４ 自己株式 － △0 －

  株主資本合計 － － 14,474 26.3 － －

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券
   評価差額金

－ 765 －

  評価・換算差額等 
  合計

－ － 765 1.4 － －

Ⅲ 少数株主持分 － － 19 0.0 － －

  純資産合計 － － 15,259 27.7 － －

  負債純資産合計 － － 55,039 100.0 － －



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 ※４ 26,248 100.0 29,907 100.0 55,910 100.0

Ⅱ 営業原価 22,046 84.0 23,665 79.1 44,465 79.5 

   営業総利益 4,202 16.0 6,242 20.9 11,445 20.5 

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※１ 1,891 7.2 2,067 6.9 4,077 7.3 

   営業利益 2,311 8.8 4,174 14.0 7,368 13.2 

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 2 3 

 ２ 受取配当金 6 7 12 

 ３ 保険配当金等 24 36 24 

 ４ 独身寮・社宅 
   運営収益

7 7 13 

 ５ その他 14 55 0.2 9 62 0.2 42 96 0.2 

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 68 47 122 

 ２ 貸倒引当金 
   繰入額

14 － －

 ３ 支払手数料 12 － 16 

 ４ その他 6 101 0.4 5 53 0.2 10 149 0.3 

   経常利益 2,265 8.6 4,183 14.0 7,314 13.1 

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 108 108 108 

 ２ 貸倒引当金 
   戻入益

13 121 0.5 2 111 0.4 53 162 0.3 

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 23 23 0.1 － － － 23 23 0.0 

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

2,363 9.0 4,294 14.4 7,454 13.3 

   法人税、住民税 
   及び事業税

948 1,430 3,822 

   法人税等調整額 115 1,064 4.1 394 1,824 6.1 △574 3,248 5.8 

   少数株主利益  10 0.0 5 0.0 13 0.0 

   中間(当期) 
   純利益

1,288 4.9 2,463 8.2 4,191 7.5 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 944 944

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

944 944

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 7,304 7,304

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 1,288 1,288 4,191 4,191

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 511 511

 ２ 役員賞与 62 62

   (うち監査役賞与) (3) 574 (3) 574

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

8,018 10,921



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,396 944 10,921 △0 13,261

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △1,183 △1,183

 役員賞与(注) △66 △66

 中間純利益 2,463 2,463

  株主資本以外の項目の中間  
  連結会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

1,213 1,213

平成18年９月30日残高(百万円) 1,396 944 12,135 △0 14,474

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 754 754 13 14,030

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △1,183

 役員賞与(注) △66

 中間純利益 2,463

 株主資本以外の項目の中間 
 連結会計期間中の変動額(純額)

10 10 5 16

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

10 10 5 1,229

平成18年９月30日残高(百万円) 765 765 19 15,259



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期) 
   純利益

2,363 4,294 7,454

 ２ 減価償却費 355 363 711

 ３ 賞与引当金の増減額 
   (減少：△)

△349 △568 718

 ４ 役員賞与引当金の増減額 
   (減少：△)

－ 33 －

 ５ 退職給付引当金の増減額 
   (減少：△)

172 164 350

 ６ 役員退任慰労引当金の 
   増減額(減少：△)

28 △43 52

 ７ 貸倒引当金の増減額 
   (減少：△)

△1 △5 △56

 ８ 有形固定資産売却益 △108 △108 △108

 ９ 有形固定資産売却損 23 － 23

 10 受取利息及び受取配当金 △8 △9 △16

 11 支払利息 68 47 122

 12 売上債権の増減額 
   (増加：△)

73 168 △96

 13 たな卸資産の増減額 
   (増加：△)

2,278 △2,061 64

 14 立替金の増減額 
   (増加：△)

1,683 1,881 1,241

 15 買掛金の増減額 
   (減少：△)

91 △8 △0

 16 未払金の増減額 
   (減少：△)

△1,648 △1,086 △199

 17 前受金の増減額 
   (減少：△)

439 △43 339

 18 預り金の増減額 
   (減少：△)

△865 △3,184 2,489

 19 未払消費税等の増減額 
   (減少：△)

△191 △83 △14

 20 役員賞与の支払額 △62 △66 △62

 21 受託預り金の増減額 
   (減少：△)

△19,138 △20,882 8,269

 22 その他 △361 △127 184

    小計 △15,158 △21,327 21,466

 23 利息及び配当金の受取額 7 7 13

 24 利息の支払額 △70 △48 △125

 25 法人税等の支払額 △39 △3,780 △127

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△15,261 △25,150 21,226



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 有価証券の償還による 
   収入

255 － 360

 ２ 有形固定資産の取得 
   による支出

△212 △699 △1,000

 ３ 有形固定資産の売却 
   による収入

511 354 511

 ４ 無形固定資産の取得 
   による支出

△297 △122 △402

 ５ 投資有価証券の取得 
   による支出

△245 － △356

 ６ 投資有価証券の出資 
   による支出

－ △428 －

 ７ 投資有価証券の出資返還 
   による収入

398 55 1,012

 ８ 出資による支出 － △3 △3

 ９ 出資の回収による収入 － 3 150

  10 その他 △19 △5 △21

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

389 △844 249

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 
   (減少：△)

△1,432 △830 △1,230

 ２ 長期借入れによる収入 － 780 －

 ３ 長期借入金の返済 
   による支出

△1,310 △698 △2,548

 ４ 配当金の支払額 △511 △1,183 △511

 ５ その他 － － △0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,254 △1,931 △4,290

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

－ － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少：△)

△18,127 △27,926 17,184

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

29,015 46,199 29,015

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

10,887 18,272 46,199



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  
  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当該連結子会社は、テ

イ・エル㈱、エル・スタッ

フ㈱、横浜住宅販売㈱、エ

リアネット㈱、東急リバブ

ル九州㈱、東急リバブルス

タッフ㈱、東急リバブル札

幌㈱、リバブルアセットマ

ネジメント㈱、リバブル・

ピーエイ㈱の９社でありま

す。

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当該連結子会社は、テ

イ・エル㈱、エル・スタッ

フ㈱、横浜住宅販売㈱、東

急リバブル九州㈱、東急リ

バブルスタッフ㈱、東急リ

バブル札幌㈱、リバブルア

セットマネジメント㈱、リ

バブル・ピーエイ㈱の８社

であります。 

 なお、従来連結子会社で

ありましたエリアネット㈱

は、平成18年９月に清算し

ているため、連結の範囲か

ら除外しております。

 子会社は全て連結されて

おります。 

 当該連結子会社は、テ

イ・エル㈱、エル・スタッ

フ㈱、横浜住宅販売㈱、エ

リアネット㈱、東急リバブ

ル九州㈱、東急リバブルス

タッフ㈱、東急リバブル札

幌㈱、リバブルアセットマ

ネジメント㈱、リバブル・

ピーエイ㈱の９社でありま

す。

２ 持分法の適用に関

する事項

 該当事項はありません。 同左 同左

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 連結子会社の中間決算日

と中間連結決算日は、一致

しております。

同左  連結子会社の事業年度末

日と連結決算日は、一致し

ております。

４ 会計処理基準に関

する事項

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

① 有価証券

 ａ満期保有目的の債券

  ……償却原価法

     (定額法)

 ｂその他有価証券

  時価のあるもの

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

① 有価証券

 ａ満期保有目的の債券

  ……同左

 ｂその他有価証券

  時価のあるもの

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

① 有価証券

 ａ満期保有目的の債券

  ……同左

 ｂその他有価証券

  時価のあるもの

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  時価のないもの

  ……移動平均法による

原価法

    なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引

法第２条第２項に

より有価証券とみ

なされるもの)の

損益のうち、当社

グループに帰属す

る持分相当損益を

「営業収益」又は

「営業原価」に計

上するとともに

「投資有価証券」

を加減する処理を

行っております。

  時価のないもの

  ……同左

  時価のないもの

  ……同左

    

② デリバティブ

  ……時価法

② デリバティブ

  ……同左

② デリバティブ

  ……同左

③ たな卸資産

  販売用不動産

  ……個別法による原価

法

③ たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左

③ たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

① 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除

く)については、定額法

を採用しております。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。ただし、

平成10年３月31日以前に

取得した建物について

は、平成10年度税制改正

前の耐用年数を適用して

おります。

① 有形固定資産

同左

① 有形固定資産

同左

② 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (3) 重要な引当金の

計上基準

① 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づ

き計上しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

――――― ③ 役員賞与引当金

  役員に対して支給する

賞与の支払いに備えるた

め、当連結会計年度にお

ける支給見込額に基づ

き、当中間連結会計期間

に見合う額を計上してお

ります。

 (会計方針の変更)

  当中間連結会計期間か

ら「役員賞与に関する会

計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４

号)を適用しておりま

す。この結果、従来の方

法に比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調整

前中間純利益が33百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報

に与える影響は、当該箇

所に記載しております。

―――――

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した連結

会計年度から費用処理し

ております。

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会

計期間末において発生し

ていると認められる額を

計上しております。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した翌連

結会計年度から費用処理

しております。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した翌連

結会計年度から費用処理

しております。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (会計方針の変更)

  当中間連結会計期間よ

り「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」

(企業会計基準第３号

平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関す

る適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用

しております。これによ

り営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利

益は54百万円増加してお

ります。

（追加情報）

   従来、退職給付に係る

会計基準における数理計

算上の差異の償却額を発

生年度から費用処理して

おりましたが、前連結会

計年度より発生年度の翌

連結会計年度から費用処

理する方法に変更してお

ります。 

 なお、数理計算上の差

異は連結会計年度末にお

いて認識されるため、変

更後の方法によった場合

における中間連結会計期

間の損益に与える影響は

ありません。

 (会計方針の変更)

   当連結会計年度より

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正」(企

業会計基準第３号 平成

17 年 ３ 月 16 日 ) 及 び

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関す

る適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用

しております。これによ

り営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利

益は108百万円増加して

おります。 

 また、従来、退職給付

に係る会計基準における

数理計算上の差異の償却

額を発生年度から費用処

理しておりましたが、当

連結会計年度より発生年

度の翌連結会計年度から

費用処理する方法に変更

しております。この変更

は、期間損益を早期に確

定し決算を迅速化するこ

とを目的としておりま

す。これにより、営業利

益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は125

百万円減少しておりま

す。なお、この数理計算

上の差異は連結会計年度

末において認識されるた

め、変更後の方法によっ

た場合における中間連結

会計期間の損益に与える

影響はありません。 

 上記の変更がセグメン

ト情報に与える影響につ

いては、当該箇所に記載

しております。

④ 役員退任慰労引当金

  中間連結財務諸表提出

会社は、役員の退任慰労

金の支給に備えるため、

内規に基づく中間期末要

支給額を計上しておりま

す。

⑤ 役員退任慰労引当金

  役員の退任慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。

④ 役員退任慰労引当金

  連結財務諸表提出会社

は、役員の退任慰労金の

支給に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を

計上しております。

 (4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会

計の方法

 

① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについて

は、特例処理の要件を満

たしているため、特例処

理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

 （ヘッジ手段）

  金利スワップ

 （ヘッジ対象）

  借入金の利息

③ ヘッジ方針

  当社グループでは、借

入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方

法

  金利スワップの特例処

理の要件を満たしている

ため、有効性の判定を省

略しております。

① ヘッジ会計の方法

同左  

 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左 

 

 

 

③ ヘッジ方針

同左 

 

 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左 

 

 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左 

 

 

 

③ ヘッジ方針

同左 

 

 

 

 

④ ヘッジ有効性評価の方

法

同左

 

 (6) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための基本と

なる重要な事項

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式としており

ます。なお、資産等に係

る控除対象外の消費税及

び地方消費税は、当中間

連結会計期間の費用とし

ております。

① 消費税等の会計処理 

    同左

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式としており

ます。なお、資産等に係

る控除対象外の消費税及

び地方消費税は、発生し

た連結会計年度の期間費

用としております。

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び取得から３ヶ

月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資

からなっております。

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び取得から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資から

なっております。



会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

  当中間連結会計期間から「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は15,240百万円

であります。 

 また、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結会計期間

における中間連結財務諸表は、改

正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。

―――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 (中間連結貸借対照表)

１ 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)により、証券取引法第２条第２項におい

て、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への

出資を有価証券とみなすこととされたことに伴い、前

中間連結会計期間末では投資その他の資産の「その

他」に含めていたみなし有価証券(前中間連結会計期

間末2,081百万円)を、当中間連結会計期間末において

は「投資有価証券」に含めております。この変更によ

り、投資有価証券は1,458百万円増加しております。

―――――

 (中間連結損益計算書)

１ 当中間連結会計期間において、「受取配当金」の金

額が営業外収益総額の100分の10を超えたため、区分

掲記しております。なお、前中間連結会計期間の営業

外収益の「その他」に含まれている「受取配当金」は

８百万円であります。

 (中間連結損益計算書)

１ 前中間連結会計期間において、独立科目で区分掲記

していた「支払手数料」(当中間連結会計期間４百万

円)は、営業外費用総額の100分の10以下であるため、

営業外費用の「その他」に含めております。

２ 前中間連結会計期間において、独立科目で区分掲記

していた「受取保険金」及び「積立傷害保険満期返戻

金」は、当中間連結会計期間から「保険配当金」など

と一括して「保険配当金等」として表示しておりま

す。なお、前中間連結会計期間の営業外収益の「その

他」に含まれている「保険配当金」は９百万円であり

ます。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,836百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

3,134百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

3,013百万円

 

 

※２ 担保資産

 (1) 有価証券 135百万円

   投資有価証券 613

   差入保証金敷金 20

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。

 (2) たな卸資産 517百万円

   (対応する債務)

   預り金 250百万円

   なお、上記のたな卸資産につ

いては、不動産特定共同事業者

(匿名組合方式における出資者)

からの預り金に対して抵当権が

設定されております。

 

※２ 担保資産

 (1) 有価証券 30百万円

   投資有価証券 708

   差入保証金敷金 20

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。

     ――――――

 

※２ 担保資産

(1) 有価証券 30百万円

  投資有価証券 716

  差入保証金敷金 20

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。

     ――――――

 

 (3) 建物及び 
   構築物

814百万円

   土地 1,069

   (対応する債務)

   短期借入金 480百万円

   長期借入金 90

なお、上記の建物及び構築

物、土地については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。

 

 (2) 建物及び
   構築物

784百万円

   土地 1,069

   (対応する債務)

   長期借入金 200百万円

なお、上記の建物及び構築

物、土地については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。

 

(2) 建物及び
   構築物

803百万円

  土地 1,069

 (対応する債務)

  短期借入金 400百万円

なお、上記の建物及び構築

物、土地については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

内容

住宅ローン 
利用顧客

180
住宅ローン 
の保証

つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客

1,106
つなぎ住宅 
ローンの保 
証

合計 1,286 ―

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

内容

住宅ローン 
利用顧客

43
住宅ローン
の保証

つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客

149
つなぎ住宅
ローンの保 
証

合計 193 ―

 

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

内容

住宅ローン
利用顧客

68
住宅ローン 
の保証

つなぎ住宅
ローン利用 
顧客

1,543
つなぎ住宅 
ローンの保 
証

合計 1,611 ―



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

 

給料手当賞与 440百万円

賞与引当金 
繰入額

100

退職給付費用 11

役員退任慰労 
引当金繰入額

28

厚生福利費 155

減価償却費 124

貸倒引当金 
繰入額

1

 

給料手当賞与 406百万円

賞与引当金
繰入額

116

役員賞与引当金
繰入額

33

退職給付費用 6

役員退任慰労
引当金繰入額

24

減価償却費 97

貸倒引当金
繰入額

4

給料手当賞与 922百万円

賞与引当金 
繰入額

131

退職給付費用 20

役員退任慰労 
引当金繰入額

52

宣伝販促費 419

減価償却費 231

貸倒引当金 
繰入額 2

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築物 108百万円

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築物 59百万円

土地 49

合計 108百万円

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築物 108百万円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

土地 23百万円
 

※３   ―――――

 

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

土地 23百万円

※４ 営業収益のうち販売受託業収

益は、通常の営業の形態とし

て、上半期に比べ下半期に収益

計上の対象となる取引が多いた

め、連結会計年度の上半期の販

売受託業収益と下半期の販売受

託業収益との間に著しい相違が

見込まれ、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。

※４     同左      ―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  
当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 16,000 － － 16,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 204 － － 204

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月26日 
定時株主総会

普通株式 1,183 74 平成18年３月31日 平成18年６月26日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 10,887百万円

有価証券勘定 135

取得日から償還日 
までの期間が 
３ヶ月を超える 
債券等

△135

現金及び現金 
同等物

10,887百万円

 

 

現金及び預金勘定 18,272百万円

有価証券勘定 30

流動資産のその他
に含まれる 
短期貸付金

0

取得日から償還日
までの期間が 
３ヶ月を超える 
債券等

△30

現金及び現金 
同等物

18,272百万円

  

現金及び預金勘定 36,101百万円

有価証券勘定 30

流動資産のその他
に含まれる    
短期貸付金(現先)

10,098

取得日から償還日
までの期間が 
３ヶ月を超える 
債券等

△30

現金及び現金
同等物

46,199百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具

30 9 20

器具 
備品

721 322 398

合計 752 332 419

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具

30 15 14

器具 
備品

629 262 367

合計 660 278 382

同左
 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両
運搬具

30 12 17

器具
備品

627 248 378

合計 657 261 396

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 152百万円

１年超 267

合計 419百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 156百万円

１年超 225

合計 382百万円

同左
 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 151百万円

１年超 245

合計 396百万円

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 93百万円

減価償却費相当額 93

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 80百万円

減価償却費相当額 80

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 174百万円

減価償却費相当額 174

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 １ 時価のある有価証券 

  

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

 当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 １ 時価のある有価証券 

  

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

  満期保有目的の債券

  国債・地方債等 753 748 △4

計 753 748 △4

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

  その他有価証券

  株式 445 1,393 947

計 445 1,393 947

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  その他有価証券

  非上場株式 304

  匿名組合出資金 1,458

計 1,763

区分
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額 
(百万円)

  満期保有目的の債券

  国債・地方債等 753 744 △8

計 753 744 △8

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

  その他有価証券

  株式 445 1,734 1,288

計 445 1,734 1,288

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

  その他有価証券

  非上場株式 304

  匿名組合出資金 1,214

  利付少人数私募債 10

計 1,528



 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

 １ 時価のある有価証券 

  

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(注) その他有価証券で時価のある株式の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末(連結会計年度末)における時

価が取得原価に比べ、50％以上下落した場合には減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額

の重要性、回復可能性などを考慮して必要と認められた額について減損処理を行うこととしております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日現在) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。 

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

  満期保有目的の債券

  国債・地方債等 751 736 △15

計 751 736 △15

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

  その他有価証券

  株式 445 1,716 1,270

計 445 1,716 1,270

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

  その他有価証券

  非上場株式 304

  匿名組合出資金 844

  利付少人数私募債 10

計 1,159



(セグメント情報) 

  

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

仲介：不動産の仲介及び不動産の仲介に附帯する業務 

販売受託：不動産の販売受託及び不動産の販売受託に附帯する業務 

賃貸：不動産の賃貸及び不動産の賃貸に附帯する業務 

不動産販売：買取物件再販売業務、その他不動産の販売等 

その他：ＳＰＣ投資等の不動産証券化業務、保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,750百万円であり、その主な

ものは、当社の総務・経理部門等に係る費用であります。 

  

仲介 
(百万円)

販売受託 
(百万円)

賃貸
(百万円)

不動産販売
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び 
  営業損益

  営業収益

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益

15,755 2,082 3,507 4,801 101 26,248 ― 26,248

 (2) セグメント間の 
   内部営業収益又は 
   振替高

30 0 8 ― 0 39 (39) ―

計 15,785 2,082 3,516 4,801 102 26,288 (39) 26,248

  営業費用 12,334 2,440 2,947 4,403 95 22,222 1,714 23,937

  営業利益 
  又は営業損失(△)

3,450 △357 568 397 6 4,065 (1,754) 2,311



当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

仲介：不動産の仲介及び不動産の仲介に附帯する業務 

販売受託：不動産の販売受託及び不動産の販売受託に附帯する業務 

賃貸：不動産の賃貸及び不動産の賃貸に附帯する業務 

不動産販売：買取物件再販売業務、その他不動産の販売等 

その他：ＳＰＣ投資等の不動産証券化業務、保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,941百万円であり、その主な

ものは、当社の総務・経理部門等に係る費用であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金の

計上基準 ③役員賞与引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当中間連結会計期間から「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「消去又は全

社」が33百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

仲介 
(百万円)

販売受託 
(百万円)

賃貸
(百万円)

不動産販売
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び 
  営業損益

  営業収益

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益

19,183 2,352 4,013 4,274 83 29,907 ― 29,907

 (2) セグメント間の 
   内部営業収益又は 
   振替高

29 13 6 ― 2 51 (51) ―

計 19,212 2,365 4,019 4,274 85 29,958 (51) 29,907

  営業費用 14,126 2,435 3,360 3,752 147 23,822 1,910 25,732

  営業利益 
  又は営業損失(△)

5,086 △69 659 522 △62 6,135 (1,961) 4,174



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

役務提供の形態別区分によっております。 

２ 各事業区分の主な内容 

仲介：不動産の仲介及び不動産の仲介に附帯する業務 

販売受託：不動産の販売受託及び不動産の販売受託に附帯する業務 

賃貸：不動産の賃貸及び不動産の賃貸に附帯する業務 

不動産販売：買取物件再販売業務、その他不動産の販売等 

その他：ＳＰＣ投資等の不動産証券化業務、保険代理業務等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、3,845百万円であり、その主な

ものは、当社の総務・経理部門等に係る費用であります。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3)重要な引当金

の計上基準 ③退職給付引当金(会計方針の変更)」に記載のとおり、当連結会計年度より「『退職給付に係

る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第３号 平成17年３月16日)及び「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日)を適用しております。 

 この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「仲介」については82百万円、「販

売受託」は13百万円、「賃貸」は６百万円、「不動産販売」は１百万円、「その他」は０百万円、「消去又

は全社」は４百万円、それぞれ営業利益が増加しております。 

 また、従来、退職給付に係る会計基準における数理計算上の差異の償却額を発生年度から費用処理してお

りましたが、当連結会計年度より発生年度の翌連結会計年度から費用処理する方法に変更しております。 

 この変更に伴い、「仲介」については95百万円、「販売受託」は15百万円、「賃貸」は７百万円、「不動

産販売」は２百万円、「その他」は０百万円、「消去又は全社」は５百万円、それぞれ営業利益が減少して

おります。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、本邦以外の国又は

地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。 

  

【海外営業収益】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、海外営業収益がな

いため、記載しておりません。 

  

仲介 
(百万円)

販売受託 
(百万円)

賃貸
(百万円)

不動産販売
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 営業収益及び 
  営業損益

  営業収益

 (1) 外部顧客に対する 
   営業収益

34,436 6,253 7,198 7,388 631 55,910 ― 55,910

 (2) セグメント間の 
   内部営業収益又は 
   振替高

57 15 16 ― 0 90 (90) ―

計 34,494 6,269 7,215 7,388 632 56,000 (90) 55,910

  営業費用 26,468 5,264 6,070 6,675 300 44,778 3,763 48,542

  営業利益 8,026 1,005 1,144 713 332 11,222 (3,854) 7,368



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

 
(2) １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 682.63円 １株当たり純資産額 952.53円 １株当たり純資産額 871.87円

１株当たり中間純利益 80.55円 １株当たり中間純利益 153.99円 １株当たり当期純利益 257.84円

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の

合計額(百万円)
－ 15,259 －

普通株式に係る純資産額(百万円) 15,240

差額の主な内訳(百万円)

 少数株主持分 － 19 －

普通株式の発行済株式数(千株) － 16,000 －

普通株式の自己株式数(千株) － 0 －

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
－ 15,999 －

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)

純利益(百万円)
1,288 2,463 4,191

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 66

(うち利益処分による役員賞与金) (－) (－) (66)

普通株式に係る中間(当期)純利益 1,288 2,463 4,125

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,999 15,999 15,999



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 9,597 17,502 32,592 

 ２ 売掛金 281 328 485 

 ３ 有価証券 ※２ 105 10 －

 ４ たな卸資産 ※２ 5,266 9,549 7,488 

 ５ 繰延税金資産 1,304 1,603 1,989 

 ６ 立替金 3,743 2,300 4,184 

 ７ その他 567 511 10,579 

   貸倒引当金 △7 △9 △8

  流動資産合計 20,858 54.9 31,797 64.1 57,311 77.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 2,896 2,982 2,932 

  (2) 土地 ※２ 1,518 1,518 1,518 

  (3) その他 ※２ 396 386 376 

   有形固定資産 
   合計

4,811 12.7 4,886 9.9 4,826 6.5

 ２ 無形固定資産 2,057 5.4 2,033 4.1 2,040 2.7

 ３ 投資その他 
   の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 3,244 3,353 2,973 

  (2) 繰延税金資産 975 841 854 

  (3) 差入保証金 
     敷金

※２ 3,136 2,902 2,902 

  (4) その他 3,126 3,875 3,338 

    貸倒引当金 △226 △119 △173

    投資その他の 
     資産合計

10,256 27.0 10,853 21.9 9,895 13.4

  固定資産合計 17,125 45.1 17,773 35.9 16,761 22.6

  資産合計 37,984 100.0 49,570 100.0 74,073 100.0



 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 138 38 46 

 ２ 短期借入金 ※２ 1,436 31 1,176 

 ３ 未払金 1,827 2,177 3,288 

 ４ 未払法人税等 929 1,398 3,719 

 ５ 前受金 3,145 2,988 3,043 

 ６ 受託預り金 9,862 16,388 37,270 

 ７ 預り金 ※２ 2,090 2,252 2,739 

 ８ 賞与引当金 1,888 2,385 2,948 

 ９ 役員賞与引当金 － 33 －

 10 その他 758 1,016 1,069 

  流動負債合計 22,077 58.1 28,710 57.9 55,302 74.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 191 790 18 

 ２ 退職給付引当金 2,831 3,163 3,003 

 ３ 役員退任慰労 
   引当金

331 308 356 

 ４ その他 960 939 868 

  固定負債合計 4,315 11.4 5,200 10.5 4,246 5.7

  負債合計 26,393 69.5 33,910 68.4 59,549 80.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,396 3.7 － － 1,396 1.9

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 944 － 944 

  資本剰余金合計 944 2.5 － － 944 1.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 145 － 145 

 ２ 任意積立金 6,000 － 6,000 

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

2,542 － 5,284 

  利益剰余金合計 8,687 22.8 － － 11,429 15.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

563 1.5 － － 754 1.0

Ⅴ 自己株式 △0 △0.0 － － △0 △0.0

  資本合計 11,591 30.5 － － 14,524 19.6

  負債資本合計 37,984 100.0 － － 74,073 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 1,396 2.8 － －

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 944 －

   資本剰余金合計 － － 944 1.9 － －

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 － 145 －

  (2) その他利益 
    剰余金

     別途積立金 － 8,800 －

     繰越利益 
     剰余金

－ 3,608 －

   利益剰余金合計 － － 12,554 25.3 － －

 ４ 自己株式 － － △0 △0.0 － －

  株主資本合計 － － 14,894 30.0 － －

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

－ － 765 1.6 － －

  評価・換算差額等
  合計

－ － 765 1.6 － －

  純資産合計 － － 15,659 31.6 － －

  負債純資産合計 － － 49,570 100.0 － －



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益

 １ 仲介業収益 15,358 18,790 33,574 

 ２ 販売受託業収益 ※６ 2,063 2,330 6,219 

 ３ 賃貸業収益 2,180 2,578 4,504 

 ４ 不動産販売業 
   収益

4,760 4,274 7,338 

 ５ その他の事業 
   収益

102 24,465 100.0 85 28,059 100.0 632 52,270 100.0

Ⅱ 営業原価

 １ 仲介業原価 11,894 13,674 25,524 

 ２ 販売受託業原価 2,428 2,417 5,227 

 ３ 賃貸業原価 1,695 2,041 3,555 

 ４ 不動産販売業 
   原価

4,223 3,630 6,398 

 ５ その他の事業 
   原価

95 20,337 83.1 147 21,912 78.1 300 41,005 78.4

   営業総利益 4,128 16.9 6,146 21.9 11,265 21.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

1,891 7.7 2,067 7.4 4,076 7.8

   営業利益 2,236 9.1 4,078 14.5 7,188 13.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 61 0.3 75 0.3 109 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 50 0.2 13 0.0 62 0.1

   経常利益 2,247 9.2 4,141 14.8 7,235 13.8

Ⅵ 特別利益 ※３ 28 0.1 25 0.1 68 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ － － 13 0.0 142 0.3

   税引前中間 
   (当期)純利益

2,276 9.3 4,153 14.8 7,161 13.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

882 1,386 3,720 

   法人税等調整額 118 1,000 4.1 392 1,778 6.3 △576 3,144 6.0

   中間(当期) 
   純利益

1,275 5.2 2,374 8.5 4,017 7.7

   前期繰越利益 1,266 － 1,266 

   中間(当期) 
   未処分利益

2,542 － 5,284 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金 
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 
合計

別途積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,396 944 944 145 6,000 5,284 11,429

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △1,183 △1,183

 利益処分による役員賞与(注) △66 △66

 利益処分による別途積立金 
 の積立(注)

2,800 △2,800 －

 中間純利益 2,374 2,374

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額 
合計(百万円)

－ － － － 2,800 △1,675 1,124

平成18年９月30日残高(百万円) 1,396 944 944 145 8,800 3,608 12,554

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △0 13,769 754 754 14,524

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △1,183 △1,183

 利益処分による役員賞与(注) △66 △66

 利益処分による別途積立金 
 の積立(注)

－ －

 中間純利益 2,374 2,374

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ 10 10 10

中間会計期間中の変動額 
合計(百万円)

－ 1,124 10 10 1,135

平成18年９月30日残高(百万円) △0 14,894 765 765 15,659



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

 ①満期保有目的の債券

  ……償却原価法

     (定額法)

 ②子会社株式

  ……移動平均法による

    原価法

 ③その他有価証券

  時価のあるもの

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定)

  時価のないもの

  ……移動平均法による

原価法

    なお、投資事業有

限責任組合及びそ

れに類する組合へ

の出資(証券取引

法第２条第２項に

より有価証券とみ

なされるもの)の

損益のうち、当社

に帰属する持分相

当損益を「営業収

益」又は「営業原

価」に計上すると

ともに「投資有価

証券」を加減する

処理を行っており

ます。

(1) 有価証券

 ①満期保有目的の債券

  ……同左

 ②子会社株式

  ……同左

 ③その他有価証券

  時価のあるもの

  ……中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

  時価のないもの

  ……同左

(1) 有価証券

 ①満期保有目的の債券

  ……同左

 ②子会社株式

  ……同左

 ③その他有価証券

  時価のあるもの

  ……決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定)

  時価のないもの

  ……同左

    

(2) たな卸資産

  販売用不動産

  ……個別法による原価

法

(2) たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左

(2) たな卸資産 

  販売用不動産 

  ……同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除

く)については、定額法

を採用しております。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。ただし、

平成10年３月31日以前に

取得した建物について

は、平成10年度税制改正

前の耐用年数を適用して

おります。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。なお、自社利用の

ソフトウェアについて

は、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給す

る賞与の支払いに備える

ため、支給見込額に基づ

き計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

――――― (3) 役員賞与引当金

    役員に対して支給する

賞与の支払に備えるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間に見合う額

を計上しております。

 (会計方針の変更)

    当中間会計期間から

「役員賞与に関する会計

基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号)を

適用しております。この

結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が

33百万円減少しておりま

す。

―――――



   
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した事業

年度から費用処理してお

ります。

 (会計方針の変更)

    当中間会計期間より

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正」(企

業会計基準第３号 平成

17 年 ３ 月 16 日 ) 及 び

「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関す

る適用指針」(企業会計

基準適用指針第７号 平

成17年３月16日)を適用

しております。 

 これにより営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益は54百万円増加し

ております。

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した翌事

業年度から費用処理して

おります。

 (追加情報)

  従来、退職給付に係る

会計基準における数理計

算上の差異の償却額を発

生年度から費用処理して

おりましたが、前事業年

度より発生年度の翌事業

年度から費用処理する方

法に変更しております。 

 なお、数理計算上の差

異は事業年度末において

認識されるため、変更後

の方法によった場合にお

ける中間会計期間の損益

に与える影響はありませ

ん。

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定

額法により発生した翌事

業年度から費用処理して

おります。

 (会計方針の変更)

   当事業年度より「『退

職給付に係る会計基準』

の一部改正」(企業会計

基準第３号 平成17年３

月16日)及び「『退職給

付に係る会計基準』の一

部改正に関する適用指

針」(企業会計基準適用

指針第７号 平成17年３

月16日)を適用しており

ます。これにより営業利

益、経常利益及び税引前

当期純利益は108百万円

増加しております。 

 また、従来、退職給付

に係る会計基準における

数理計算上の差異の償却

額を発生年度から費用処

理しておりましたが、当

事業年度より発生年度の

翌事業年度から費用処理

する方法に変更しており

ます。この変更は、期間

損益を早期に確定し決算

を迅速化することを目的

としております。これに

より、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益

は125百万円減少してお

ります。なお、この数理

計算上の差異は事業年度

末において認識されるた

め、変更後の方法によっ

た場合における中間会計

期間の損益に与える影響

はありません。

(4) 役員退任慰労引当金

  役員の退任慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。

(5) 役員退任慰労引当金

同左

(4) 役員退任慰労引当金

  役員の退任慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。



 
  

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

  税抜方式としておりま

す。なお、資産等に係る

控除対象外の消費税及び

地方消費税は、当中間会

計期間の費用としており

ます。

(1) 消費税等の会計処理

同左

(1) 消費税等の会計処理

  税抜方式としておりま

す。なお、資産等に係る

控除対象外の消費税及び

地方消費税は、発生した

事業年度の期間費用とし

ております。



会計方針の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

  当中間会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準適

用指針第８号)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響

はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合

計に相当する金額は15,659百万円

であります。 

 また、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間財務諸表は、改正後の中間

財務諸表等規則により作成してお

ります。

―――――

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

 (中間貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法

律第97号)により、証券取引法第２条第２項において、

投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を

有価証券とみなすこととされたことに伴い、前中間会計

期間末では「出資金」に含めていたみなし有価証券(前

中間会計期間末2,081百万円)を、当中間会計期間末にお

いては「投資有価証券」に含めております。この変更に

より、投資有価証券は1,258百万円増加しております。 

 なお、みなし有価証券を除いた出資金(当中間会計期

間末319百万円)は総資産額の100分の５以下のため、当

中間会計期間末においては投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。

―――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,720百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,933百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

2,850百万円

 

 

※２ 担保資産

 (1) 有価証券 105百万円

   投資有価証券 583

   差入保証金敷金 10

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。

 (2) たな卸資産 517百万円

   (対応する債務) 

   預り金 250百万円

   なお、上記のたな卸資産につ

いては、不動産特定共同事業者

(匿名組合方式における出資者)

からの預り金に対して抵当権が

設定されております。

 

※２ 担保資産

 (1) 有価証券 10百万円

   投資有価証券 678

   差入保証金敷金 10

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。

       ――――――

 

※２ 担保資産

 (1) 投資有価証券 686百万円

   差入保証金敷金 10

   宅地建物取引業法及び信託業

法に基づく営業保証金として供

託しているものであります。

       ――――――

 

 (3) 建物 809百万円

   土地 1,069

   その他 5

   (対応する債務)

   短期借入金 480百万円

   長期借入金 90

   なお、上記の建物、土地及び

その他については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。

 

 (2) 建物 779百万円

   土地 1,069

   その他 5

   (対応する債務)

   長期借入金 200百万円

   なお、上記の建物、土地及び

その他については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。

 

 (2) 建物 798百万円

   土地 1,069

   その他 5

   (対応する債務)

   短期借入金 400百万円

   なお、上記の建物、土地及び

その他については、根抵当権

(極度額900百万円)が設定され

ております。

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

内容

住宅ローン 
利用顧客

180
住宅ローン 
の保証

つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客

1,106
つなぎ住宅 
ローンの保 
証

リバブルア 
セットマネ 
ジメント㈱

5,625
不動産購入 
時借入の保 
証

合計 6,911 ―

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額
(百万円)

内容

住宅ローン 
利用顧客

43
住宅ローン
の保証

つなぎ住宅 
ローン利用 
顧客

149
つなぎ住宅
ローンの保 
証

リバブルア 
セットマネ 
ジメント㈱

4,647
不動産購入
時借入の保 
証

合計 4,841 ―

 ３ 保証債務

被保証者
保証金額 
(百万円)

内容

住宅ローン
利用顧客

68
住宅ローン 
の保証

つなぎ住宅
ローン利用 
顧客

1,543
つなぎ住宅 
ローンの保 
証

リバブルア
セットマネ 
ジメント㈱

5,022
不動産購入 
時借入の保 
証

合計 6,634 ―

 ４ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。

 ４ 消費税等の取扱い

同左

――――――



(中間損益計算書関係) 

  

 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

   
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 0百万円

有価証券利息 1

受取配当金 6

保険配当金等 24

独身寮・社宅 
運営収益

7

 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 8百万円

有価証券利息 1

受取配当金 7

保険配当金等 36

独身寮・社宅
運営収益

7

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 1百万円

有価証券利息 3

受取配当金 12

保険配当金等 24

独身寮・社宅 
運営収益

13

受取立退料 18

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 23百万円

貸倒引当金 
繰入額

14

支払手数料 12

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 6百万円

貸倒引当金
繰入額

2

支払手数料 4

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 32百万円

支払手数料 16

※３ 特別利益の主要項目

投資有価証券 
売却益

15百万円

貸倒引当金 
戻入益

13

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

25百万円

※３ 特別利益の主要項目

貸倒引当金
戻入益

53百万円

投資有価証券 
売却益

15

※４    ―――――

 

※４ 特別損失の主要項目

関係会社整理損 13百万円

   エリアネット㈱の清算に係る
   損失であります。

※４ 特別損失の主要項目

関係会社株式 
評価損

142百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 160百万円

無形固定資産 134

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 183百万円

無形固定資産 129

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 341百万円

無形固定資産 257

※６ 当社の営業収益のうち販売受

託業収益は、通常の営業の形態

として、上半期に比べ下半期に

収益計上の対象となる取引が多

いため、事業年度の上半期の販

売受託業収益と下半期の販売受

託業収益との間に著しい相違が

見込まれ、上半期と下半期の業

績に季節的変動があります。

※６     同左 ―――――

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 204 － － 204



(リース取引関係) 

  

 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具

30 9 20

器具 
備品

706 318 387

合計 737 328 408

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車両 
運搬具

30 15 14

器具 
備品

625 259 366

合計 656 274 381

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両
運搬具

30 12 17

器具
備品

612 242 369

合計 642 255 387

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

同左   なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算

定しております。

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 148百万円

１年超 260

合計 408百万円

１年内 156百万円

１年超 225

合計 381百万円

１年内 147百万円

１年超 239

合計 387百万円

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定し

ております。

同左   なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 91

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 79百万円

減価償却費相当額 79

３ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 170百万円

減価償却費相当額 170

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

(1) １株当たり純資産額 

 
(2) １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 724.46円 １株当たり純資産額 978.73円 １株当たり純資産額 903.63円

１株当たり中間純利益 79.74円 １株当たり中間純利益 148.43円 １株当たり当期純利益 246.96円

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合計

額(百万円)
－ 15,659 －

普通株式に係る純資産額(百万円) 15,659

普通株式の発行済株式数(千株) － 16,000 －

普通株式の自己株式数(千株) － 0 －

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
－ 15,999 －

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利

益(百万円)
1,275 2,374 4,017

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 66

(うち利益処分による役員賞与金) (－) (－) (66)

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円)
1,275 2,374 3,951

普通株式の期中平均株式数(千株) 15,999 15,999 15,999



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第36期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月26日
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月21日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東急リバブル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東急リバブル株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  那  須  伸  裕  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東急リバブル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、東急リバブル株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  那  須  伸  裕  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月21日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東急リバブル株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第36期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東急リバブル株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  那  須  伸  裕  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

東急リバブル株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東急リバブル株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第37期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、東急リバブル株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  富  山  兼  忠  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  那  須  伸  裕  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管している。
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